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１ 人口や世帯等の状況 
 

１‐１ 人口 

本市の人口は減少傾向が続いており、平成 21 年 4 月 1 日現在、総人口は 39,944

人となっています。このうち、年少人口（0～14 歳）は 4,977 人で、総人口の 12.5％

を占めています。 

計画の基礎となる将来人口は、平成 17～21 年の住民基本台帳人口及び外国人登

録人口、母親年齢５歳階級別（15～49 歳）出生数の実績値等を用いて、コーホー

ト変化率法で推計しました。その結果、本計画の目標年度である平成 26 年の年少人

口は 4,368 人で、平成 21 年に対して 609 人の減少が予想されます。 

就学前児童に該当する 0～5 歳人口は、出生数に関係する 25～39 歳の女性人口

の減少等を背景に、平成 21 年の 1,614 人から平成 26 年には 1,375 人まで減少

し、その後も緩やかな減少傾向が続くと予想されます。一方、小学校児童に該当する

6～11 歳人口は、平成 23 年に 2,124 人となった後、大きく減少していくことが

予想されます。 

これらは、直近の人口動態の傾向が今後も継続すると仮定したものですが、子ども

の将来人口に応じた子育て支援サービスの確保や教育環境等の充実を図っていくこ

とが求められます。 

図 5 年齢３階級別人口の推移と推計値 
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図 6 ０～17 歳人口の推移と推計値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊各年 4 月 1 日現在 

＊H17～21 年は住民基本台帳人口及び外国人登録人口 

表 2 ０～17 歳各歳別人口の推計値 （単位：人） 

実績値 推計値 
 

H21 年 H22 年 H23 年 H24 年 H25 年 H26 年 H27 年 H28 年 H29 年
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１‐２ 婚姻・出生 

未婚率の推移をみると、特に男性の 30～39 歳、女性の 25～34 歳で大きな増加

がみられ、晩婚化が進んでいる状況にあります。 

平成 17 年の結果を岡山県の値と比較してみると、男性の 40～49 歳では県より

低いものの、25～34 歳では県を若干上回っています。一方、女性は 20～29 歳ま

では県を上回っていますが、30～49 歳ではほぼ県と同じ値となっています。 

図 7 未婚率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 

図 8 未婚率の比較（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 
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こうした中、本市の出生数は減少傾向にあり、平成 20 年の 205 人は平成 12 年

の 329 人に対して 124 人減となっています。 

また、出生率（人口 1,000 人あたりの出生数）や合計特殊出生率は、全国、岡山

県、県南東部保健医療圏よりも低く推移しており差がみられます。 

平成 19 年における婚姻率（人口 1,000 人あたりの婚姻件数）と合計特殊出生率

の関係について、県内市町村の分布をみると、県南東部保健医療圏（岡山市、玉野市、

備前市、瀬戸内市、赤磐市、和気町、吉備中央町）の中でも本市は婚姻率・合計特殊

出生率ともに低い方に位置しています。 

図 9 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊岡山県「衛生統計年報」 

図 10 出生率（人口 1,000 人あたりの出生数）の推移 
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図 11 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊厚生労働省「人口動態統計」、岡山県「衛生統計年報」 

図 12 婚姻率（人口 1,000 人あたりの婚姻件数）と合計特殊出生率の関係（平成 19 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊岡山県「衛生統計年報」 
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１‐３ 世帯 

平成 17 年国勢調査によると、本市の一般世帯数は 13,288 世帯で、そのうち「０

～５歳の子どものいる世帯」は 10.5％（1,390 世帯）、「6～17 歳の子どものいる

世帯」は 16.7％（2,218 世帯）で、“子どもがいる世帯”の割合は岡山県及び全国

より高くなっています。 

このうち、18 歳未満の子どもがいる世帯の 62.9％、0～5 歳未満の子どもがい

る世帯の 69.6％が核家族となっています。 

一方、ひとり親家庭の割合は、岡山県及び全国よりも低いものの、18 歳未満の子

どもがいる世帯で 6.4％、0～5 歳未満の子どもがいる世帯では 3.7％を占めてい

ます。 

図 13 子どもがいる世帯の割合（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 

図 14 18 歳未満の子どもがいる世帯の家族類型（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 
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図 15 0～5 歳未満の子どもがいる世帯の家族類型（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 

 

 

１‐４ 就労 

(１)就業率 

男性の 20～49 歳では、岡山県よりも高い就業率がみられますが、平成 17 年と

12 年の値を比較すると、20 歳代、30 歳代後半、50 歳代前半で減少しています。 

一方、女性はほぼすべての年齢で、平成 12 年に対して 17 年の就業率が上回って

います。一般に、女性の就業率は、出産・育児期に下がり再び上昇するＭ字曲線を描

くと言われていますが、本市の平成 12 年と 17 年を比較すると、Ｍ字の谷が目立た

なくなっています。これは、就労と子育ての両立を支える制度の普及など、プラス面

の理由によるものだけでなく、晩婚化などマイナス面の影響も考えられます。 

図 16 男性の年齢別就業率（平成 17 年） 
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図 17 女性の年齢別就業率（平成 17 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊国勢調査 

 

(２)就労意向を踏まえた家庭類型 

アンケート調査の父親・母親の現在の就労状況、就労形態の変更（例えば、パート

タイムからフルタイムへ）も含めた母親の今後の就労意向に関する回答から、家庭類

型（父親・母親の就労形態の組み合わせ）を整理しました。 

その結果、各年齢層ともに、“フルタイムの共働き（タイプ B）”を希望する家庭が

多く、特に 3～5 歳の子どもがいる家庭では、現状の 21.0％から 14.7 ポイント増

の 35.7％へ、また 6～11 歳の子どもがいる家庭では 26.0％から 43.3％へ、17.3

ポイントの増加がみられます。 

こうした父親・母親の就労意向は、保育サービスや放課後児童対策の利用ニーズへ

直結すると考えられます。 

表 3 家庭類型のパターン 

タイプＡ： 

Ｂ： 

Ｃ： 

Ｄ： 

Ｅ： 

Ｆ： 

Ｇ： 

ひとり親家庭 

フルタイム × フルタイム 

フルタイム × パートタイム・アルバイト等 

フルタイム × 専業主婦（夫） 

パートタイム・アルバイト等 × パートタイム・アルバイト等 

無業 × 無業 

その他 

＊フルタイムには、現在育休・介護休業中も含む 
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図 18 就労意向を踏まえた家庭類型（0～2 歳の子どもがいる家庭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査） 

図 19 就労意向を踏まえた家庭類型（3～5 歳の子どもがいる家庭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査） 

図 20 就労意向を踏まえた家庭類型（6～11 歳の子どもがいる家庭） 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（小学校児童調査） 
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２ 保育や教育の状況 
 

２‐１ 認可保育所 

(１)通常保育事業 

市内には 8 か所（公立 6 か所、私立 2 か所）の認可保育所があり、平成 21 年度

の定員数は 790 人、入所児童数は 716 人となっています。 

全体の入所率は 90.6％ですが、入所の弾力化により入所率が 100％を超えてい

る保育所がある一方、6 割以下の保育所もあるなど、地域によって差がみられます。 

表 4 認可保育所の設置状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度

保育所数 8 8 8 8 8 8

 公立 6 6 6 6 6 6

 私立 2 2 2 2 2 2

定員数 765 820 790 790 790 790

 公立 630 670 670 670 670 670

 私立 135 150 120 120 120 120

入所児童数 746 809 806 788 759 716

入所率 97.5% 98.7% 102.0% 99.7% 96.1% 90.6%

＊各年度 4 月１日現在 

＊入所率：定員数に占める入所児童数の割合 

表 5 平成 21 年度 認可保育所の入所児童数 （単位：人） 

入所児童数 
運営 施設名 

0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳以上 計 
入所率

牛窓ルンビニ保育園 3 10 16 16 10 11 66 110.0%
私 

あいあい保育園 1 9 13 17 13 15 68 113.3%

邑久保育園 3 21 28 29 40 35 156 97.5%

福田保育園 3 13 22 34 32 35 139 99.3%

今城保育園 1 7 5 7 12 18 50 55.6%

玉津保育園 0 1 2 4 3 5 15 33.3%

長船西保育園 4 20 27 29 27 28 135 96.4%

公 

長船東保育園 － 9 18 18 19 23 87 91.6%

合計 15 90 131 154 156 170 716 90.6%

＊平成 21 年 4 月 1 日現在 

＊入所率：定員数に占める入所児童数の割合 
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表 6 平成 21 年度 認可保育所のサービス内容  

保育時間 
運営 施設名 定員 対象年齢 

平日 土曜日 

延長 

保育 

障害児 

保育 

一時

保育

牛窓ルンビニ保育園 60 人 ●  ● 
私 

あいあい保育園 60 人
7:00～18:00 7:00～18:00

●  ● 

邑久保育園 160 人 ● ● ● 

福田保育園 140 人 ● ●  

今城保育園 90 人 ● ●  

玉津保育園 45 人 ●   

長船西保育園 140 人

6 か月～ 

● ●  

公 

長船東保育園 95 人 1 歳～ 

7:30～18:30 7:30～18:00

● ● ● 

＊対象年齢：H21 年 4 月 1 日現在の年齢（5 月以降入所の場合は入所月初日の年齢） 

 

(２)延長保育事業 

8 か所すべての認可保育所で、保育時間終了後 30 分または 1 時間の延長保育事

業を実施しています。 

平成 20 年度の延利用者数は、5,880 人となっています 

表 7 延長保育事業の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度

実施保育所数 8 8 8 8 8 8

 30 分型 6 6 6 6 6 6

 1 時間型 2 2 2 2 2 2

延利用者数 5,724 5,910 5,650 6,020 5,880 3,821

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 2 月末現在） 

 

(３)一時預かり事業 

認可保育所 8 か所のうち、4 か所（定員 32 人）で一時預かり事業（一時保育）

を実施しています。 

平成 20 年度の延利用者数は、2,030 人となっています 

表 8 一時預かり事業の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度

実施保育所数 3 4 4 4 4 4

定員数 21 32 32 32 32 32

延利用者数 1,748 1,677 1,790 2,343 2,030 1,450

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 2 月末現在） 
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２‐２ 認可外保育施設 

現在、市内には事業所内保育施設が 2 か所（愛生園・光明園）設置されています。

また、裳掛児童館（市単独事業）でも保育サービスを実施しています。 

表 9 認可外保育施設の設置状況 （単位：か所） 

事業所内保育施設 2 

児童館 1 

＊H22 年 2 月末現在 

 

２‐３ その他の子育て支援サービス 

(１)病児・病後児保育事業 

平成 21 年度より、小学校 3 年生までの児童を対象とした病児・病後児対応型（施

設型）の事業を医療法人への委託により実施しています。 

表 10 病児・病後児保育事業の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度

実施か所数 0 0 0 0 0 1

定員数 － － － － － 6

延利用者数 － － － － － 60

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 2 月末現在） 

 

(２)ショートステイ事業（短期入所生活援助事業） 

ショートステイ事業は、保護者の疾病等により家庭で養育することが困難な場合に、

施設等で緊急一時的に養育・保護を行う子育て短期支援事業です。 

平成 21 年度より、2 か所の児童福祉施設への委託により実施しています。 

表 11 ショートステイ事業の実施状況 （単位：か所） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度

実施か所数 0 0 0 0 0 2
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(３)放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

利用ニーズの増加に合わせ、小学校 1～3 年生等を対象とした放課後児童クラブの

実施体制の充実に取り組んできました。 

現在、9 か所（定員数 309 人）設置されており、在籍児童数は増加傾向にあります。 

表 12 放課後児童健全育成事業の実施状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度

実施か所数 6 6 7 7 9 9

定員数 271 265 254 289 292 309

在籍児童数 271 265 254 289 292 309

＊各年度 4 月 1 日現在（H16 年度の在籍児童数は H16 年 12 月 1 日現在） 

 

(４)ファミリーサポートセンター 

依頼会員と提供会員による子育て支援の仕組みとして、ファミリーサポートセンタ

ーを設置しています。 

平成 20 年度の延登録者数は 47 人、延利用時間は 337 時間となっています。 

表 13 ファミリーサポートセンターの設置状況 （単位：か所、時間） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度

実施か所数 0 0 0 1 1 1

延登録者数 － － － 32 47 54

延利用時間 － － － 142 337 255

＊各年度 3 月末現在（H21 年度は 2 月末現在） 

 

(５)地域子育て支援センター 

子育て家庭を対象とした育児相談、子育てサークルへの支援、園庭開放等を行う地

域子育て支援センターを認可保育所 4 か所に併設しています。 

表 14 地域子育てセンターの設置状況 （単位：か所） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度

設置か所数 4 4 4 4 4 4
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２‐４ 幼稚園 

市内には 10 か所の市立幼稚園があり（うち 1 か所は休園中）、平成 21 年度の定

員数は 975 人、入園児童数は 329 人となっています。全体の入園率は 33.7％です

が、各園の入園率は地域によって差がみられます。 

すべての幼稚園では、3 歳児保育を実施するとともに、8 か所で預かり保育を実施

しています。 

また、未就園児の親子登園、子育てサークルの支援、子育てに関する相談・情報提

供など、子育て支援の事業も実施しています。 

表 15 幼稚園の設置状況 （単位：か所、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度

幼稚園数 10 10 10 10 10 10

定員数 925 1,020 985 985 995 975

入園児童数 342 406 400 398 356 329

入園率 37.0% 39.8% 40.6% 40.4% 35.8% 33.7%

＊学校基本調査（各年度 5 月 1 日現在） 

＊入園率：定員数に占める入園児童数の割合 

表 16 平成 21 年度 幼稚園の入園児童数 （単位：人） 

入園児童数 
 

3 歳 4 歳 5 歳 計 
入園率 

牛窓東幼稚園 6 7 9 22 27.5%

牛窓西幼稚園 1 5 5 11 13.8%

牛窓北幼稚園 6 4 3 13 18.6%

邑久幼稚園 19 29 41 89 63.6%

今城幼稚園 7 12 8 27 36.0%

玉津幼稚園 1 2 0 3 6.0%

裳掛幼稚園 － － － － －

美和幼稚園 3 8 3 14 20.0%

国府幼稚園 10 21 28 59 42.1%

行幸幼稚園 20 41 30 91 45.5%

合計 73 129 127 329 33.7%

＊学校基本調査（平成 21 年 5 月 1 日現在） 

＊入園率：定員数に占める入園児童数の割合 

＊裳掛幼稚園は休園中 
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表 17 平成 21 年度 幼稚園の定員数 （単位：人） 

通常保育定員数 
 

3 歳 4 歳 5 歳 計 

預かり保育

定員数 

牛窓東幼稚園 20 30 30 80 20

牛窓西幼稚園 20 30 30 80 20

牛窓北幼稚園 10 30 30 70 20

邑久幼稚園 20 60 60 140 30

今城幼稚園 15 30 30 75 20

玉津幼稚園 10 20 20 50 －

裳掛幼稚園 － － － － －

美和幼稚園 10 30 30 70 20

国府幼稚園 20 60 60 140 30

行幸幼稚園 20 90 90 200 30

＊預かり保育の対象は 4 歳以上 

＊裳掛幼稚園は休園中 

 

２‐５ 小・中学校 

市立小学校 10 校、市立中学校 3 校が設置されています。小学校の在籍児童数は、

各学校で大きな差がみられます。小学校の在籍児童数、中学校の在籍生徒数ともに減

少傾向がみられます。 

表 18 小中学校の設置状況 （単位：校、人） 

 H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度

校数 10 10 10 10 10 10小
学
校 在籍児童数 2,357 2,306 2,231 2,207 2,226 2,207

校数 3 3 3 3 3 3中
学
校 在籍生徒数 1,214 1,204 1,198 1,171 1,118 1,098

＊学校基本調査（各年度 5 月 1 日現在） 

表 19 平成 21 年度 小学校の在籍児童数 （単位：人） 

 1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 5 年生 6 年生 計 

牛窓東小学校 17 19 12 32 16 26 122

牛窓西小学校 17 21 24 19 22 18 121

牛窓北小学校 7 19 10 14 15 11 76

邑久小学校 140 124 139 131 101 131 766

今城小学校 26 32 30 38 21 28 175

玉津小学校 7 5 6 4 9 4 35

裳掛小学校 13 7 9 7 10 15 61

美和小学校 12 6 11 8 12 20 69

国府小学校 41 55 57 61 53 60 327

行幸小学校 73 73 75 69 91 74 455

合計 353 361 373 383 350 387 2,207

 
＊学校基本調査（H21 年 5 月 1 日現在） 
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表 20 平成 21 年度 中学校の在籍生徒数 （単位：人） 

 1 年生 2 年生 3 年生 計 

牛窓中学校 54 53 47 154

邑久中学校 183 153 164 500

長船中学校 145 136 163 444

合計 382 342 374 1,098

＊学校基本調査（H21 年 5 月 1 日現在） 
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３ 今後の重点課題 
 

(１)保育サービスや多様な子育て支援サービスの充実 

前期計画で具体的な目標事業量を掲げた事業（特定 14 事業）のうち、トワイライ

トステイ事業、派遣型の病後児保育、つどいの広場事業は実施されていませんが、放

課後児童クラブ、施設型の病後児保育、ショートステイ事業、ファミリーサポートセ

ンター事業については、実施体制の整備や充実により目標達成が見込まれており、平

成 17 年度以降、子育て支援サービスの充実が図られてきました。 

表 21 特定 14 事業の実施状況  

 実績 予定 

 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 H21 年度 

前期計画 

H21 年度

目標事業量

8 か所 8 か所 8 か所 8 か所 8 か所 8 か所
通常保育事業 

定員 820 人 定員 790 人 定員 790 人 定員 790 人 定員 790 人 定員 845 人

8 か所 8 か所 8 か所 8 か所 8 か所 8 か所
延長保育事業 

定員 105 人 定員 109 人 定員 109 人 定員 109 人 定員 109 人 定員 109 人

夜間保育事業 － － － － － －

－ － － － － 1 か所子育て短期支援事業 

（トワイライトステイ事業） － － － － － 定員 3 人

休日保育事業 － － － － － －

6 か所 7 か所 7 か所 9 か所 9 か所 8 か所放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 定員 265 人 定員 254 人 定員 289 人 定員 292 人 定員 309 人 定員 250 人

派遣型 － － － － － 延年 30 回

－ － － － 1 か所 1 か所

乳 幼 児 健 康 支 援

一時預かり事業 

（病後児保育） 施設型 
－ － － － 定員 6 人 定員 4 人

子育て短期支援事業 

（ショートステイ事業） 
－ － － － 2 か所 1 か所

4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所
一時預かり事業 

定員 32 人 定員 32 人 定員 32 人 定員 32 人 定員 32 人 定員 30 人

特定保育事業 － － － － － －

ファミリーサポートセンター事業 － － 1 か所 1 か所 1 か所 1 か所

地域子育て支援センター事業 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 4 か所 5 か所

つどいの広場事業 － － － － － 6 か所
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0.5

0.0

0.0

1.4

11.1

0.0

0.7

48.3

11.3

7.5

2.1

27.6

12.5

3.8

0.7

5.9

17.2

15.6

0.5

6.1

5.4

1.4

24.8

0.0%60.0%

　　　　　　　　　無回答

　サービスの利用は希望しない

　　　　　　　その他の保育

　　　　　　病児・病後児保育

　　　　　　　　一時預かり

　　　ファミリーサポートセンター

　　　　　　　ベビーシッター

　　　　　　　　延長保育

　　　　幼稚園の預かり保育

　　　幼稚園（通常の就園時間）

　　　　　その他の保育施設

　　　　　　　認定こども園

　　　　　事業所内保育施設

　　　家庭的な保育（保育ママ）

　　　　　市内の認可保育所

0.0% 60.0%

今後、新たに利用したい、

利用を増やしたいサービス

現在、利用している

サービス

60.0% 0.0% 0.0% 60.0%

※選択肢として設定しなかった

    サービスは数値なし

こうした中、認可保育所の通常保育事業では、0 歳児の入所対象月齢の見直しによ

る第二子出産時における第一子の入所確保や、サービスの質の向上に向けた保育士研

修の充実など、安心して出産・復職ができる環境づくりの必要性が指摘されていると

ともに、保育環境の充実を踏まえた施設数の調整も必要となっています。 

また、アンケート調査における「今後、新たに利用したい、利用を増やしたいサー

ビス」の回答では、病児・病後児保育、一時預かり、幼稚園の預かり保育などに新た

な利用ニーズがみられます。 

これらを踏まえ、今後は現在未実施や目標に達していない事業を含め、父親・母親

の就労意向や保育ニーズを踏まえたサービス提供体制を確保していくことが重要

です。 

図 21 保育サービス等の利用状況及び今後の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査） 

 

(２)情報提供や相談体制の充実 

子育てに関する情報提供や相談は、市の広報、各地域子育て支援センター、瀬戸内

市保健福祉センター「ゆめトピア長船」での乳幼児健診や育児相談、各地域で開催さ

れる子ども悩み相談などで実施されています。アンケート調査結果では、子育て総合

相談窓口（児童相談・家庭児童相談室等）、家庭教育に関する学級・講座などに新た

な利用ニーズがみられます。 

今後は、市ホームページの活用による情報提供の拡充をはじめ、関係機関の連携強

化とともに、社会資源とニーズを繋げるマネジメント機能を持つ総合的な相談体制の

整備も必要と考えられます。 
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50.5
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24.1

63.0

44.1

22.6

25.9

0.0%100.0%

         子育て総合相談窓口

 保育園・幼稚園の園庭等開放

 家庭教育に関する学級・講座

    保健師等による家庭訪問

               乳幼児健診

               育児相談等

                 育児学級

              離乳食講習会

0.0% 100.0%

利用したことがある

100.0% 0.0% 0.0% 100.0%

今後、利用したい

図 22 母子保健や子育て支援に関する事業等の利用状況及び今後の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

＊アンケート調査（就学前児童調査） 

 

(３)健全育成の推進 

コミュニティセンターの開放、子ども悩みごと相談の開催、要保護児童対策地域協

議会の設置、中高生への性に関する学習支援、青少年育成センターによる補導活動・

相談活動、子どもを対象とした公民館講座等社会教育事業など、さまざまな分野で子

どもの健全育成に関する事業が実施されています。 

今後は、これら個別事業の充実とともに、地域づくりや地域福祉を推進する観点か

ら、市民と各分野の関係機関が連携した健全育成の取り組みも重要と考えられます。 

 

(４)健康づくりの推進 

乳幼児健診は、医師・保健師・栄養士・保育士・歯科衛生士・臨床心理士など、多

職種のスタッフによる体制で実施していますが、更なる受診率の向上を目指した実施

体制等の充実が求められています。 

近年、食を通じた人づくりや健康づくりの視点から、食育の重要性が高まってい

ます。今後は、平成 21 年 3 月に策定した「瀬戸内市食育推進計画」を、家庭・個

人、地域、学校・幼稚園・保育所、行政、農業・漁業・商業等が連携して推進してい

くことが必要です。 

小児医療については、平成 20 年度より市立市民病院に小児科が開設（毎週金曜日）

されましたが、今後も関係機関との連携のもとに、小児医療や救急の体制を確保・充

実していくことが重要です。 

 



 

30 

(５)教育環境の充実 

中高生による夏のボランティア体験や職業体験をはじめ、乳幼児との触れ合いを通

じた次代の親の育成を拡充していく必要があります。 

また、都市化や核家族化、少子化、地縁の繋がりの希薄化など、家庭を取り巻く状

況の変化により“家庭や地域の教育力”の低下を指摘する声も挙がっています。家庭

教育の自主性を尊重しながら、社会教育分野での学習の場や体験機会の創出、学習に

関する情報提供の強化も重要と考えられます。 

一方、学校教育では、学校内で起きる様々な問題を解決するためには、教師だけで

は人員不足との指摘もあり、地域や学校支援ボランティア等による協力体制も求めら

れています。 

 

(６)要保護児童への対応の強化 

児童虐待防止対策として設置された要保護児童対策地域協議会のほか、地域によっ

ては、子どもを守る支援体制も組織されていますが、高齢者等を見守るネットワーク

との連携など、より効果的な支援が行えるよう体制の強化が求められています。 

また、ひとり親家庭や障害のある子どもへの支援についても、関係機関との連携の

もと、引き続き充実に向けた取り組みが必要です。 

 

 


